
地震津波災害時の企業間取引への波及推定

研究背景・目的

本研究は，高知市における南海トラフ地震時にSCを通して企業間取引への経済的被害を推定するために多様なビッグデータと深層強化学習のDQNを応用してシミュレーションするフレームワークを開
発した．その中で企業の意思決定を最適化するために復興過程をモデル化しマルチエージェント強化学習を適用した．その結果，DQNで復興過程を学習することにより復興への最適な行動パスが得ら
れ, 部門別の復興傾向が明らかになった．また復興過程の企業間取引ネットワークを地図上に可視化した．今後は，モデルに政策的な評価を入れるなど手法の高度高度化を試みる．
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地震動・津波データ
（10m mesh, 30秒間隔） 全国の建物単位のデータ
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地震・津波 推定の高精度化

2. 被害推定 津波倒壊火災の
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 背景

過去の地震災害では被災企業だけでなくサプライチェーン
(SC)全体に企業被害が波及し長期生産停止など大きな経

済的な損失を被った．被害軽減に向けては，企業・自治体
はSCへの被害影響を考慮したBCP・復興計画を策定する
必要があるためその評価環境が必要．
 既往研究における課題

産業連関表を用いた統計ベースの分析や一部のサプライ
チェーンでしか検討されていない．加えて代替取引や発災
時の従業員の位置情報(勤務中・在宅中など)を考慮し，各
企業の意思決定にAIを利用した企業間取引の復興シミュ
レーションは見られない

学習後学習前

本研究は南海トラフ地震津波後の企業の生産回復過程を多様なジオビックデータを用いて深層強化学習を適用することでシミュレーションする．本研
究の特色は，①大規模携帯電話GPSデータや建個別建物データなどの空間情報により非集計分析を可能にし，各企業間取引被害を全国160万社の
SC全体にまで拡張する点，②深層強化学習を用いて復興シミュレーションに災害時の企業の意思決定を取り込みモデル化する点である．

人の流れ

任意の時間の人の分布140万人分のGPSデータ分析

東北大学越村教授より提供

高知市, 2012年10月17日10時の例

1. 被害推定のためのデータ整備

事業所データ
約55万の事業所情報を格納し
たデータ
・事業所ID
・企業ID(本社と紐づけ可)
・緯度経度
・事業所種別
・従業員数など

高知市（被災対象エリア）
 企業：5500社
 事業所：1608事業所

業種別企業数と売上高（高知市）
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出力層

隠れ層

入力層

深層強化学習DQN（Deep Q Network）

状態を入力
（取引ネットワー
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新しい取引先を増やす

既存取引の金額を
増やす

復興作業

︙

自社情報，被災状況

取引先①との取引情報

取引先②との取引情報

・状態行動価値であるQ値を更新して学習するQ-learningを用いて，
災害後，取引先を失った企業，被災企業が適切な行動を取るように学習させる

→最適行動価値関数をニューラルネットを使った近似関数で求める方法
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深層強化学習による
復興マルチエージェントシミュレーション 復興の最適行動

 目的

南海トラフ地震・津波による被害からの復興に向けた企
業行動の最適化

1. 南海トラフ地震・津波による各企業の人的・物的被害
推定

2. 強化学習＋深層学習を用いて復興に向けた企業の
意思決定をモデル化し，波及シミュレーションに取り
込む．

災対象地域：高知市，分析対象企業：全国160万社

企業がどう行動すると早く復興するか？
被災企業からサプライチェーンの
影響が及ぶ企業間取引を推定

モデルの概要

エージェント
・企業エージェント
企業情報(企業コード，売上高，従業員数，業種，
取引先の情報，etc.)

状態
企業同士の取引状況
・取引先
・取引金額

行動
・新しい取引先を探す（規模と距離を考慮）

①新(大，近) ②新(大，遠)
③新(小，近) ④新(小，遠)

各コストはリワードで調整．
・既存の取引先で金額を増やせるものを増やす

⑤既存取引量増加
・その他

⑥復興作業
⑦行動なし
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15%
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15%

行動なし
10%

各行動の確率初期値

ゴール
全ての企業が，災害前の取引量の70％
まで回復するように行動を取る

企業間取引ネットワーク
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👆学習前（左）と学習後（右）の企業間取引の復興過程
（1日～15日後まで，被災企業の1次取引先）

10日後

15日後

1日後 30日後

30日後

👆学習後の30日における企業間取引復興結果
（上：被災企業の2次取引先，下：被災企業の1～2次取引先）

👆学習前後における各日の各行動の集計結果
学習後の特徴：県内では被災企業が多く，安定な取引不可．

→高いコストを払ってても，県外の大企業と取引契約を結ぶ傾向がある

👆学習過程における取引回復率と報酬の結果

👆エージェントにおける復興過程の結果の例
（上：学習前，下：学習後）

👆取引額でみる業種別の復興結果

👆モデルを1000回適用したときの
回復率のヒストグラム
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深層強化学習による行動戦略の獲得：
企業の地震津波被害における復旧計画
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分析結果
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